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― 今週のポイント ― 

政治：フィダン MIT 長官、AKPから立候補へ。 

   国家公務員等からの総選挙立候補予定者が明らかに。 

軍事：PKK 幹部と判明したクルド人戦闘員を拘束。 

    海軍潜水艦の契約違反。 

経済：イスタンブールで G20財務大臣・中央銀行総裁会議開催。 

          Bank Asyaのパートナー、 BDDKらを提訴。 

  治安：MIT、ISILの爆弾テロを警戒。 

     【参考論調】コバニで敗れた ISIL に警戒を。 

  社会：スルタンアフメットジャーミー（ブルーモスク）の補修。 

     「結婚免許証」の所持義務化。 

政治 
【総選挙に向けた動き】 

●AKPイスタンブール党大会が開催 

8 日、AKP のイスタンブール県党大会が開催され、ダーヴ

トオール首相が出席。ダーヴトオール首相は、「国民の自

由を制限した現行憲法を捨て去り、国民の意思を反映した

新しい憲法を起草し、国民に提示したい。」との決意を述

べた上で、イスタンブールで党として 60％の得票率確保を

目標に掲げた。AKP のイスタンブール県代表に新たにセリ

ーム・テムルジ氏が就任。 

（2月 9日付 HT紙 16面）。 

●フィダン MIT長官、AKPから立候補へ 

（1）7日、ハーカン・フィダン MIT長官が現職を辞職。AKP

からの立候補が確実視されている。6 月 7 日投票日の総選

挙に立候補する国家公務員等は 2 月 10 日までの離職が求

められており、フィダン長官は、AKP からの目玉候補の一

人とされていた。MIT 長官代理にはムーサ次官補が就任し

た。（2月 8日付 M紙 16面） 

（2）8日、アクドアン副首相は、フィダン長官が総選挙後

のダーヴトオール首相に替わる首相候補として擁立され

たとの噂に対し、「笑止千万だ。フィダン氏はそのような

シナリオの中にある人間ではない。」と述べた。一方で、

エルドアン大統領は「自分は（フィダン氏の擁立を）肯定

的に見ている訳ではない。」と述べた。 

（2月 9日付 M紙 17面） 

（3）11 日、エルドアン大統領は、中南米歴訪の機中で記

者団と懇談した際、MIT 長官は国家の要職であり、フィダ

ン氏の辞任を翻意させようと努めたことを明らかにしつ

つ、「残念だが、最終的にはダーヴトオール首相と本人の

判断だ。」と述べた。 

（2月 10日付 M紙 1面） 

●国家公務員等からの総選挙立候補予定者が明らかに 

6 月 7 日予定の総選挙への立候補予定者の公職からの離任

期限を迎えた 10 日、離職が明らかになった主な人物の氏

名は以下のとおり。 

（各機関のトップ）フィダン MIT長官、カラマン・トルコ

国鉄総裁、セントゥルク・トルコ標準化機構総裁等。 

（大統領府）イセン大統領府首席顧問、ウナル大統領顧問

等。 

（首相府）オズハン首相首席顧問、ビルギン首相顧問、サ

ルカヤ首相顧問、アイドゥン首相顧問、ギュナイ首相経済

担当顧問等。 

（各省庁副大臣）ギュネシュ内務副大臣、カイナック法務

副大臣、エルデム国家教育副大臣、アタベック家族社会政

策副大臣、エトイェメズ労働・社会保障副大臣、メティン

関税・貿易副大臣、ジェイラン開発副大臣、ジャンティム

ル財務副大臣、アクマン森林・水副大臣、アルジュ文化・

観光副大臣、ブユックカヤ EU担当副大臣。 

（各省次官）アーバル財務次官、ミルマフムトオール農業

次官、アルトゥンヤルドゥズ関税・貿易次官。（この他に

次官補 7名を含む局長級等の幹部多数。） 

（外務省）トルン大使、ブチャクル大使、ドアーン大使等。 

（大学）ソイレト・イスタンブール大学学長、トルガ・ガ

ラタサライ大学学長等。 

 

【内政】 

●憲法裁判所新長官にアルスラン氏が就任 

10日、ハーシム・クルチ憲法裁判所長官の定年退職に伴う

新長官選挙が行われ、ズュフトゥ・アルスラン裁判官が 17

票中 11 票を獲得して新長官に選出。アルスラン新長官は

1964 年生まれの 51 歳。憲法の専門家でビルケント大学な

どで教鞭を執った後、2009 年に警察アカデミー校長に就
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任。2012年４月に、当時のギュル大統領から憲法裁判所裁

判官に任命されていた（2月 11日付 HT紙 18面）。 

【クルド和平プロセス】 

●アルンチ副首相「和平プロセスのボールは HDP側に」 

11 日、アルンチ副首相は定例閣議後の記者会見で、「クル

ド和平プロセスは、順調に進んでいる。政権側はやるべき

ことを全てやっている。ボールは今、HDP 側にある」と述

べた上で、春頃の合意を目指していることを示唆。10日に

は、オジャラン PKK首領が拘禁されるイムラル島を訪問し

た HDP関係者とアクドアン副首相との間で和平プロセスに

関する協議が行われていた。（2月 12日付 M紙 21面） 

 

【外交】 

●エルドアン大統領、南米歴訪 

8 日、エルドアン大統領は、南米歴訪の最初の訪問地であ

るコロンビアにおいて、カルデロン大統領と会談。コロン

ビアを訪問した初のトルコ国家元首となったエルドアン

大統領はカルデロン大統領との間で、長年テロの脅威に直

面してきた両国の共通点も踏まえ、治安対策をはじめ様々

な分野で協力を推し進めていくことを確認した。また、両

大統領は、農業、文化交流、観光など 7分野における二国

間の協定文書に署名した。（2月 10日付 P紙ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ版）  

 

軍事 
【シリア関係】 

●PKK幹部と判明したクルド人戦闘員を拘束 

1月 29日、北シリア・コバニの「ISIL」とクルド勢力の戦

闘でクルド勢力として戦闘に参加し、負傷した「メフメッ

ト氏」は、治療のためシャンルウルファ県スルチュの病院

に入院した際に、2008年にアール県においてトルコ軍中佐

殺害命令を出したとされる PKK幹部ロクマン・カカメレ（イ

ラン国籍クルド人 35歳男性）であることが判明。既に逮

捕状が発出されていたことから、逮捕され、刑務所に移送

された。（2月 12日付 C紙 8面） 

 
 

【一般】 

●元軍人が政党設立 

元軍人が「ASパーティ（下士官党（当館仮訳））」なる新政

党を設立。約 20万人の下士官へ連帯を呼び掛けた。（2月

11日付 HD紙 4面） 

 

●海軍潜水艦の契約違反 

2011年トルコ海軍はドイツ Tyhssennグループに潜水艦 6

隻建造、1番艦の 2015引渡しを依頼する契約を行ったが、

トルコのソフトウェア導入に関し調整がつかず、現在まで

建造すらされていない状態となっていることから、同社

は、罰金 200万ユーロの支払を命じられた。（2月 12日付

A紙ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ版） 

 

 

経済 
●観光業界、ロシア人観光客誘致のための特別措置を求め

る 

トルコ観光業界は、トルコにとって 2番目の顧客に当たる

ロシア人観光客の減少を防ぐため、「ジョージア・モデル」

の導入を提案。トルコとジョージアは、2011 年 12 月、パ

スポートに代えて国の身分証明証による出入国を相互に

承認することで合意。その結果、ジョージアからトルコを

訪問する観光客数は 115 万人から 175 万人へ 50％増加し

た。トルコ観光業界は、ロシア国民にこれと同様の措置が

適用されることを望んでいる。旧ソ連諸国間で通用する

「域内パスポート」がトルコにおいても有効となることを

期待する観光業関係者によると、文化観光省もこの案に前

向きであり、検討課題としているという。「域内パスポー

ト」導入により、ロシア人観光客数はむしろ増加に転じ、

50万人増加することが見込まれる。 

ティムール・バユンドゥル観光ホテル運営・投資家連合

（TUROB）会長は、パスポートを所有するロシア人は全人

口のわずか 25％であり、パスポートの新規発行には少なく

とも 1ヶ月を要することから海外旅行に行く気をなくさせ

ていると述べた。（2月 7日 S紙 8面） 

●世銀トルコ代表、トルコの成長率を 3.5％と予測 

ライザー世銀トルコ代表は、TUSIADと共催した「グローバ

ル経済予測 2015」において、石油価格が 30％下落するこ

とによって経常赤字は最大 4.1％減少する可能性があると

述べ、2015年末時点でインフレ率は 6.2％、成長率は 3.5％

と予測。IMFはトルコの今年の成長見通しを、3％から 3.4％

に引き上げた。（2月 7日 S紙 11面） 

●トルコ旅行代理店協会、日本人観光客数 40 万人を目指

す 

ウルソイ・トルコ旅行代理店協会（TURSAB）会長は、昨年

3500 万人の外国人観光客を受け入れたトルコの観光業界

は、毎年 2200 万人が海外旅行する日本人をトルコに引き

つける方策を模索し始めた旨述べた。ウルソイ会長は、

TURSABは既に日本旅行業協会（JATA）とコンタクトを取り

始めており、現在の 17万人の日本人観光客数を 40万人に

増加させることを目標とするとともに、トルコ全国の観光

スポット、特にトルコ南東部のプロモーションを行うこと

によって、日本人観光客に好まれる訪問先を増やしたい旨

述べた。同会長は、日本人は、イスタンブール、カッパド

キア、デニズリ（パムッカレ）を好むが、これらに新たな

行き先を加えたいとして、マルディン、シャンルウルファ、
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ガーズィアンテップなどを目標市場に挙げた。（2 月 9 日

HD紙 11面） 

●労働組合の少ないトルコ 

TUIKの労働力調査によると 2004年から 2014年の間にトル

コの労働者数は 1960万人から 2610万人に増加。同じ期間

に、被雇用者数は 1100万人から 1700万人と 61％増加して

おり、650 万人の労働者数の増加分のほとんど全てが被雇

用者だといえる。しかしながら、労働組合の組織化、質的

転換はほとんど起こらなかった。 

AKP は、機能不全に陥っている労働組合、集団交渉権、ス

トライキ権の隙に際限なくつけこんだ。2週間前、1500人

の金属セクターの労働者がストライキを準備していた時、

トルコの労働組合、ストライキ権の脆弱さが露わになっ

た。ストライキは、エルドアン大統領と内閣が「国の安全」

を理由に挙げ、60日間延期されることとなった。我々は改

めて、如何に権利が骨抜きにされているかを知った。スト

ライキの延期は、この権利を再び行使できることを意味し

ない。なぜなら、法律によれば、延期されたストライキは、

調停者によって解決されなければならないからである。憲

法上、存在するように見える労働組合、集団交渉、ストラ

イキの権利は、実際に行使することは不可能なのである。 

TUIK によると被雇用者数は 1720 万人であるが、労働省に

登録されている数は 1320万人。そのうちわずか 10％の 130

万人が労働組合員であり、うち 70 万人が団体協約に基づ

く労働者である。つまり、全労働者のわずか 4％のみが実

際に憲法上の労働者の権利を行使することが可能なので

ある。1990年以降、労働者の権利を行使できる労働者数は

急減している。2001年の経済危機後の AKP政権下の経済成

長は、労働者の低賃金に支えられた。これと並行して、公

的機関は民営化によって急速に浸食された。2013年、団体

協約の利益を享受できるのは 70万人にまで減少した。1320

万人のうち6％にも満たない70万人の守られた労働者のみ

が、団体協約権を行使することができる状況である。 

 

 
（2月 9日 HD紙 10面） 

●トルコとガスプロム、新パイプライン・ルートを空から

調査 

ユルドゥルム天然資源エネルギー大臣とロシアの Alexey 

Millerガスプロム CEOは、ヘリコプターでイスタンブール

を発ち、あり得べきパイプラインのエントリーポイントを

検討するため、トルコ・ギリシャ国境のウプサラまで黒海

に沿って調査飛行した。ユルドゥズ大臣は、4 時間の飛行

でパイプラインのルートを調査した、農地、森、湿地にお

ける環境影響評価のため、2～3度いくつかの場所の上空を

飛行したと述べた。ユルドゥズ大臣はまた、パイプライン

の交渉には、ロシアからトルコへの天然ガスの価格を巡る

議論が含まれていると述べた。 

Miller ガスプロム CEO は、アナトリア通信との単独イン

タビューにおいて、トルコ領土内のパイプラインの開始点

は、トルコ北西部黒海沿岸の小さな村クユキョイ

（Kiyikyoy）となる可能性があること、ルレブルガズ

（Luleburgaz）を通ってトルコ・ギリシャ国境の町ウスパ

ラにつながるであろうと述べた。 

（2月 9日 HD紙 10面） 

 
（画像は 2月 10日付 M紙ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ版より） 

●イスタンブールで G20財務大臣・中央銀行総裁会議開催 

(1) G20最初の閣僚会合がイスタンブールで開幕 

トルコが議長を務める G20最初の閣僚会合が開幕。これは

11 月にアンタルヤで開催される G20 首脳会議の準備会合

の位置づけ。OECDは G20首脳会議に向けて準備した報告書

を、グリア OECD 事務総長とババジャン副首相が出席した

記者会見で発表。同報告書は、G20 各国経済が成長を加速

化するためには、生産性と競争力を高めるための改革に焦

点を当てなければならないとしつつ、各国政府は、新規企

業の市場参入や、生産性の最も高い企業や産業への資本・

労働の移動を促すため、競争とイノベーションに係る政策

を改善することが必要であるとしている。 

(2)ババジャン副首相ら、バシュチュ中銀総裁を弁護 

会見は、高金利政策で非難されているバシュチュ中銀総裁

の弁護の場と化した。ババジャン副首相は、記者の質問に

答えて、中銀には完璧なチームがあり、彼らを信用、信頼

している、しかるべく時にしかるべき措置をとるであろう

と述べた。ヒサルジュックオール TOBB 会頭も、バシュチ

ュ中銀総裁は、世界経済危機後最も成功を収めている中銀

総裁であると述べた。 

(3)バシュチュ中銀総裁、45年前の例を挙げる 

バシュチュ中銀総裁は、国際金融協会（IIF）主催の会議

において、米国の 45 年前の状況を例に挙げ、米国は高金

利によってインフレ率を低下させたとしつつ、70年代の米

国は二桁台のインフレ率に対して金融引き締めを加速さ

せた、貨幣供給を減らし、銀行間金利を十分に高い水準に

引き上げ、その結果 1年以内にインフレ率は低下、長期的

に米国を成長させたと述べた。 

(4)600名以上が参加 

G20 の閣僚、中銀総裁関連会議には 600 以上の外国の代表

団が参加。国内外 400名のプレスがフォローしており、会

議には 1500 名の公的機関の職員が任務についている。（2

月 10日付 S紙ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ版） 

(5)G20財務大臣・中銀総裁会議、石油価格の影で閉幕 

G20 財務大臣・中銀総裁会議は、多くのグローバルイシュ

ーを取り上げ、多くの先進国、とりわけユーロ圏と日本に

おける低インフレ下の経済減速に対する共同解決策を模

索した。唯一の朗報は、米国経済の力強い回復。昨日閉幕
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した G20会議では、最もホットなトピックとして、石油価

格の下落問題が議論の中心となった。最も影響力のある世

界のリーダーでさえグローバルな石油市場において次に

何が起きるかを予測することができない。 

石油価格の下落は、しばらくの間、世界のリーダー達に財

政、金融政策すら再検討させてきた。G20 財務大臣・中銀

総裁会議の声明（案）は、「供給及び需要要因の双方を反

映した石油価格の急激な下落が、国毎に異なる影響を及ぼ

す」とする一方で、「石油価格の下落は、石油輸入国の購

買力を増加させる」としている。 

石油価格の下落は、恐らくトルコの財政にとって良いこと

であろうが、歴史的リラ安にみられるように、トルコ経済

は外部の金融情勢に非常に敏感であり、また、トルコの国

民は、世界で最も高いガソリンを使い続けている。トルコ

にとって、国内需要の喚起に焦点を当てるだけではなく、

構造改革が強く求められていることを強調したい。（2 月

11日付 HD ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ版） 

(6)トルコと米国、ISILの資金ネットワークに対して共闘 

G20 メンバー国がテロ資金対策に更なる協力をコミットす

る中、米国とトルコは、ISILの資金源を絶つために共に努

力することで合意した。G20 財務大臣・中銀総裁会議声明

によれば、G20メンバー国は、資金の豊富な ISILの脅威の

最中、テロ資金との闘いにおいて協力を深めること、これ

を情報交換とテロリストの資産凍結によって実現すると

し、関係国際基準の遵守を加速することを全ての国に対し

て促した。更に、声明は、資金洗浄に対して、金融活動作

業部会（FATF）及び同様の地域体が、テロ資金に特に焦点

を当てるべきであるとしている。 

（2月 11日 HD紙 1面） 

●Akbank、4 年連続で「トルコで最もブランド価値の高い

銀行」 

ブランドファイナンス（企業のブランド価値を評価する英

コンサルティング会社）は、ブランド価値の高い世界の銀

行 500を発表、Akbank（アクバンク）が 4年連続でトルコ

で最もブランド価値の高い銀行に選ばれた。Akbankのビン

バシュギル CEOは、国内外の厳しい競争環境の中、ただ生

産して販売するだけでは不十分であり、より競争力をつけ

るため、また、国民の所得により貢献するための道はブラ

ンド化であると述べた。世界で最もブランド価値の高い銀

行には、米国の Wells Fargo銀行が選ばれ、第 2位は中国

の ICBC銀行、第 3位に英国の HSBC銀行が選ばれた。 

世界の 500銀行にトルコから Akbankを含め 10行が選ばれ

た。 

銀行 順位
ブランド価値
(100万ドル)

Akbank 81位 2.516

İş Bankası 83位 2.445

Garanti 
Bankası

103位 1.953

Yapı Kredi 126位 1.393

Ziraat 
Bankası

157位 1.007

Halkbank 159位 973

Vakıf bank 198位 725

Finansbank 235位 530

Denizbank 294位 384  
（2月 11日 M紙 12面） 

●Bank Asya のパートナー、BDDK らを提訴 

先週、トルコ銀行調整監視機構（BDDK）の決定を受け、ト

ルコ預金保険機構（TMSF）によって経営権が剥奪された

Bank Asya の株主が、BDDK、TMSF を提訴した。BDDK は、2

月 3日、Bank Asyaの優先株主権を TMSFに行使させる決定

を行い、銀行の経営陣に 9名を任命していた。経営の TMSF

への移管の理由として、いくつかの創立パートナーが、当

局から求められた要件を満たしていることを示す書類を

期限内に BDDK に提出しなかったことが挙げられた。原告

側の弁護士は、ロイター通信に対し、かかる理由による乗

っ取りは銀行法上違法であると述べた。 

フェトフッラー・ギュレン師に近いことで知られる Bank 

Asya は、2013 年 12 月 17 日にギュレン教団が、政府を警

察、司法などの組織を掌握して転覆させようと企てていた

とエルドアン首相（当時）から批難を受けたが、その後、

Bank Asyaの財務指標の崩壊が始まった。ギュレン師は、

公式ウェブサイトにおいて、自身は無関係であるとして、

エルドアン首相（当時）の主張を否定していた。原告側弁

護士は、（Bank Asyaに対する）一連のプロセスは政治的な

命令であることは明らかであり、数ヶ月にわたって噂され

てきたことを実行するための試みであると述べた。 

Bank Asyaの前 CEOのアフメット・ベヤズ氏は、先週、TMSF

による銀行経営の剥奪は一時的なものであるとしつつ、求

められている書類が確保でき次第、パートナーが経営権を

奪回し、自身が再び CEOに復帰すると考えていると述べて

いた。（2月 11日付 Türkiye 紙ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ版） 

●トルコの経常赤字、458億ドルに減少 

トルコ中央銀行は、2014年のトルコの経常赤字は、予測通

り昨年の 646.6 億ドルから 188.2 億ドル減少し、458.4 億

ドルとなったことを発表。石油価格の下落とリラ安の 2つ

の要素は輸入に打撃を与え、貿易赤字を 15.4％下げた。ト

ルコ中銀は、経常赤字の減少は主に貿易赤字が 163億ドル

減少したことに起因すると述べた。また、サービス部門の

黒字は 25億ドル増加し、253.5億ドルに達し、第一次所得

赤字（primary income deficit）は 2 億 6300 万ドル減少

し 87.2億ドルとなった。 

国債については、非居住者の純購入額が 2013年の 41.3億

ドルから 3.7億ドルに激減した。（2月 12日付 HD紙 10面） 

 

治安 
【テロ関係】 

●アルカーイダ関係者 4 人を新たにテロ名簿に追加 

トルコ政府当局は、テロリスト名簿に新たに 4人を追加。

資産の凍結を狙った今回の措置対象の内訳は、ヨルダン人

2人とカタール人、グルジア人各 1人で、いずれもアルカ

ーイダと関係があるとされている。トルコのテロ対策法第

5条によれば、4人は今回の決定について 60日以内に行政

最高裁判所に異議申し立てする権利がある。（2月 6日付 M

紙ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ版等） 

●参考論調：「全く異質なテロ、ISIL との戦い」 

①人質の首を切断したり、生きたまま焼いたりするのは全

く異質なテロであり、中世でしか見られなかったような野

蛮さである。ヨルダン人操縦士を殺害した手口は、ISILに

よる一連のテロの中でも、被害者がイスラム教徒だったこ

とに加え、一部始終が動画に収められ、公開された点で大

変に恐ろしいものだ。ISILが独自のテロ戦略の一環とし

て、このような蛮行に出た結果、ヨルダンを中心に強い憎

悪、憤りが生じた。ISILのこの戦略の狙いの一つは、世界
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全般、とりわけ ISILが敵と見なす国々にショックを与え

ることにある。ISILの存在感を確実にし、友も敵も一緒に

脅迫し、無力化してしまうのが狙いだ。 

②人質の首を切断することで ISILは何を得たのか。これ

は ISILに問うしかないが、この手口は世界に「恐怖」を

与えるのに十分だった。強大な諸国でさえ無力感に陥る。

日本はまさにそうなった。 

③ヨルダン人操縦士の殺害で ISILが実現しようとするこ

とは、さらに大掛かりなものだ。ISILが築こうとする「イ

スラム国」の境界は、その一部にヨルダン領を含む。ヨル

ダン社会は住民の構成が複雑で、容易に過激化して ISIL

に共感を寄せかねない層が存在する。あのようなテロを実

行すれば、米主導の有志連合に参加しているヨルダンは動

きが止まり、アブドラ国王は弱体化する。有志連合に参加

しているほかのアラブ諸国は脱退せざるを得なくなる。こ

の狙いがどれだけ成功するかは分からないが、操縦士の殺

害でヨルダンは根底まで衝撃を受けた。「有志連合に参加

して何になる？」と問い始めた国民がいる一方、大多数は

報復を望み、国王はその実行を宣言した。実際、ヨルダン

は ISILに激しい爆撃を加えている。ISILが操縦士と引き

換えに釈放を要求したアルカーイダの爆弾テロ犯人はヨ

ルダンの監獄で処刑された。 

④ 有志連合の空爆は限定的な効果しかない。有志連合内

では連帯と情報共有がある程度は存在するが、積極的

な軍事介入、つまり地上作戦に乗出す用意がある国は

現在までない。 

⑤ テロ組織を相手とする戦闘は、非対称の駆け引きだ。

脅迫を行う一握りのグループに対し、最も強大な国で

さえ大したことができない場合がある。対 ISIL戦は

過酷で長期にわたる見通しだと関係者が口にするの

は、それなりに根拠がある。（2月7日付 M紙ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ版、

サミ・コーヘン氏） 

●参考論調：「コバニで敗れた ISILに警戒を」 

ISILがコバニで敗北した後に生じた光景は、次のように整

理できる。 

①クルド人組織の人民防衛隊（YPG）と ISILの関係に新し

いページが開かれた。ISILは落胆し、クルド人は自信を強

めた。その結果、クルド人とアラブ人の関係に危機の種が

新たに蒔かかれた。 

②シリア内戦の見通しに新たな段階が開けた。現在、対

ISILの通常戦闘はクルド人と調整しない限りできないと

皆が了解している。予想されるアサド政権と ISILの崩壊

は、YPGと自由シリア軍（FSA）の間に関係が確立すれば、

もっと早まるかもしれない 

③バルザーニ議長率いるクルド自治政府の治安部隊ペシ

ュメルガが出動し、現地で対 ISILの戦闘を行っているこ

とで、ISIL内部にはトルコに対する怒りが新たに生じてい

る。現地の消息筋によると、ISILはコバニでの敗北をトル

コ政府の政策のせいにしている。この関連で ISILはトル

コをシリアに引き込もうとする動きに出るかもしれない。 

④これまでトルコ政府はこのような策動を静かに退けて

きた。今後はもっと真剣な取り組みが必要になるかもしれ

ない。ISILがトルコを敵と考える可能性を重要視しなけれ

ばならない。トルコ政府はテロの可能性に備えておかなけ

ればならない。このほか、スレイマン・シャーの墓にある

トルコ部隊の詰め所を巡っては、トルコが戦争に巻き込ま

れかねない既成事実が生じる行動を許してはならない。

（当館注：スレイマン・シャー廟は、シリア・アレッポ県

の村カラコザクの域内に所在する、トルコが国境の外側に

有する唯一の領土。）（2月 9日付 V紙ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ版、フセイン・

ヤイマン氏） 

●シリアへの越境を図った１４人を拘束―トルコ南東部 

トルコ軍参謀本部が 11日に発表したところによると、ト

ルコ南東部ガジアンテップ県のオグゼリ地区で９日、ISIL

に加わるためにシリアへの越境を図ったトルコ人 1人を含

む 14人が拘束された。その後、トルコ人は釈放され、そ

の他は強制送還のため警察に引き渡された。国連によれ

ば、80余りの国からの戦闘員 1万 3000人余りがシリアと

イラクで ISILなどの過激派組織に加わっている。（2月 12

日付 C紙ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ版等） 

●2万人以上の外国人戦闘員がシリアへ 

アメリカ、国家テロ対策センターの発表によれば、ISIL等

の組織に参加し、戦闘を行うためにシリアへ入国している

外国人の数は増加傾向が続いており、2万人を越えるとの

こと。 

 
（2月 12日付 HD紙 8面） 

●MITが ISILの爆弾テロを警戒 

11日、インターネット報道（GriHat news portal）によれ

ば、国家諜報機関（MIT）は 3日、トルコ国内の治安機関

に対し、「ISILがアダナ、アンカラ、アンタクヤ、イスタ

ンブール等の主要都市で爆弾攻撃を仕掛けるために 2015

年初から兵士 3000人をトルコ国内に送り込んでいる。」と

の警告を発しているとのこと。この報道によれば、自爆テ

ロを含む爆弾テロの標的は、米国主導有志連合に加盟する

大使館、総領事館等で、MITは、欧州でテロを実行しよう

とする一部の ISIL兵士がトルコを通過してブルガリアに

入ったことを確認しているとのこと。（2月 12日付 TZ紙 4

面） 

【PKK関係】 

●ダム建設作業員殺害は PKKの仕業 

オープンソースセンターによると、トルコ南東部マルディ

ン県ダルゲチットで 7日、ダム建設作業員のキュルシャ

ト・メティン氏（56）が殺害された事件について、兄弟の

フェリドゥン・メティン氏は、PKKの仕業だと主張した。

トルコ中部にある故郷からダルゲチットにやって来たフ

ェリドゥン氏は、キュルシャト氏がイリスダム建設に従事

しているとして PKKから殺すと脅されていたと主張してい

る。キュルシャト氏は、1月 5日までに工事をやめなけれ

ば殺害するとの脅迫状を受け取ったとされる作業員の 1人

だという。 

PKKは、トルコ南東部でのクルド人による自治を求めて数

十年間続いた流血の末に治安部隊を狙った攻撃を停止す



Istanbul Weekly                                                               vol.4-no.6 

 

※掲載内容は、トルコの新聞報道をまとめたものです。  6 

 

ると表明したが、PKK関連組織は時折、建設現場や建設作

業員を標的にしている。PKKは、「PKKの支配下にある領土」

で国営や民間の企業がダムなどの施設を建設することに

反対している。（2月 9日付 S紙ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ版） 

 

【一般】 

●移民船沈没で 7人死亡―トルコ南西部沖 

アナトリア通信によると、トルコ南西部ムーラ県マルマリ

ス沿岸沖で７日、船が転覆・沈没し、移民少なくとも７人

が死亡。同県のアミル・チチェキ知事によれば、15人前後

が乗っていた船のエンジンが港湾都市ヒサルオヌ沖で故

障した後沈没。6人が救助され、マルマリスにある国立病

院に搬送されたという。同知事は「15人が船に乗っていた。

7人の遺体を発見し、なお 2人を捜索している。初期情報

によれば、移民はイランとイラクの出身者だ」と述べた。

（2月 7日付 C紙ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ版等） 

●盗聴容疑で警官 16人拘束―トルコ警察 

トルコ警察は 8日、政府高官に対する違法な盗聴とスパイ

行為への関与が疑われる警官 21人の内 16人を拘束。イス

タンブール検察局はこれに先立ち、進行中の対「二重国家」

作戦の一環として、「違法な盗聴およびスパイ行為」の容

疑で 21人に令状を発出していた。テロ対策チームが国内

の 12県で開始した作戦では、米国を拠点とするフェトゥ

フッラー・ギュレン師とその支持者が推し進めるとされる

「二重国家」に対する措置と考えられている。（2月 7日付

HD紙ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ版等） 

 

社会 
●スルタンアフメットジャーミー(ブルーモスク)の補修 

宗教寄進局によるスルタンアフメットジャーミーの建物

劣化診断の結果、6 本のミナレットの内の１本に補修が必

要であると診断され、補修作業が開始された。スルタンア

フメットジャーミーは建造から 399年経過するが、建物本

体には大きな問題は見つからなかった。（2 月 6 日付 HT 紙

20面） 

●渋滞の悪夢再び 

教育機関の 15 日間の冬休みが終了し、イスタンブールの

高速道路 E5 ではスクールバスが原因とみられる大渋滞が

発生。これに加え、9日から 11日に開催のＧ20財務大臣・

中央銀行総裁会合の会場であるイスタンブール・コングレ

スセンター周辺の交通規制も渋滞を悪化させた。（2 月 10

日付 HT紙 23面） 

●「結婚免許証」の所持義務化 

婚姻に関する法律の改正により、偽造結婚防止のため、婚

姻要件を備えていることを証明する「結婚免許証」の所持

が義務化された。結婚証明書の写真に使用するものとして

これまで許可されていなかった男性のフェス帽、ターバ

ン、法衣、女性のスカーフは、顔と顎が隠れていなければ

今後は着用が許可される。（2月 10日付 HT紙 23面） 

●トルコ南部のマムレ城から砲弾が盗難される 

1500 年前に建造されたメルシン県のマムレ城城門から砲

弾が盗難され、通報を受けた警察当局が調査を開始し、現

在、骨董商が尋問を受けている。盗難された砲弾は博物館

の収蔵品目録に登録されていなかった。マムレ城は、アル

メニアのシリシア王朝により 4世紀のローマ時代の城の基

礎の上に建造されたもので、地中海地方では最も保存状態

の良い中世城郭の一つ。2012年にユネスコ世界遺産暫定リ

ストに登録されている。（2月 10日付 HD紙第 6面） 
●ディヤルバクル県に文化財保護応用研究センターが開設 

南東部ディヤルバクル県のディクル大学に、文化財の修復

と保存を支援する文化財保護応用研究センターが開設さ

れた。ディクル大学理事会により設立された研究センター

は、ディヤルバクル県とその周辺地域の歴史的建造物の学

術研究面での支援を提供するとともに、その保護と保存面

での積極的な役割が期待されている。市壁を含む同地域の

歴史的建造物はこれまで適切に保護されておらず、過去の

修復ではセメントが使用されたこともある。研究センター

によって遺跡の保存・修復の現状が改善されることが期待

されている。（2月 10日付 HD紙 7面） 
●エルトゥールル号の発掘調査で金・銀・銅貨が発見される 

トルコ人海洋考古学者、トゥファン・トゥランル氏の指揮

の下、日本人ダイバー、アメリカ人考古学者、スペイン人

科学者の調査チームにより 5年振りに始まったエルトゥー

ルル号の発掘調査により、水深 20ｍの洞窟状の部分から英

国、日本、香港製のコインの他、264点の船体部品や船員

の遺品が引き揚げられた。発見されたコインは串本町のト

ルコ博物館に展示されている。 

同じ場所から発見された明治時代の 1円銀貨は、貴重なも

のとして日本の専門家の注目を集めている。また、コイン

が納められていたと思われる金庫の鍵が過去の調査で発

見されており、付近から金庫本体が発見される可能性が高

まってる。トゥランル氏は金庫に船員の貴重品や文書が保

存されているのではないかとの期待を述べた。（2月 12日

付 HD紙第 7面） 

 
●イスタンブールとアナトリア地方が雪で障害 

イスタンブールで 10日、雪が再び降り始めた。国立気象

総局が伝えた。この降雪は 11日夕方まで続いた。イスタ

ンブールの高速道路（TEM）では 11日、車両 18台が雪の

影響で事故を起こし、1名が死亡、10名が負傷した。アナ

トリア地方でも降雪があり、多くの道路で交通障害が生じ

た。気象総局第 12管区によると、アール県とウードゥル

県を結ぶ道路の交通が麻痺した。道路輸送総局によると、

シワス県内 188の村につながる道路、エルジンジャン県の

145本の道路、トゥンジェリ県内 65の村につながる道路、

マニサ県内の 29郊外地区がアクセス不能になった。 

 
（2月 12日付 HD紙ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ版等） 
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【イスタンブール県及び近郊県内邦人被害統計】 

 
●今週は、被害の届出がありませんでした。 

 

★当館 HP更新のお知らせ★ 

●トルコ入国管理局作成滞在許可証申請必要書類（英語版）（02/13）  

●トルコ滞在許可証 Q&A（02/13）  

●治安速報：イスタンブール（01/30）  
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